
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ東日本労働組合 

発責 教育・広報部 

2021年 9月 15日 №357 

 

 

ＪＲ東日本は4月28日

に「2020 年度期末決算」

を発表しました。単体決

算では新型コロナウイル

スの影響を受けて営業収

益（11,841 億円／対前年

△8,769 億円）、運輸収入

（9,543 億円／同△8,385

億円）が 2 期連続の減収、

かつ過去最低を記録。期

末決算としては初めて営

業損失（△4,785 億円）、

経常損失（△5,177 億円）、

当期純損失（△5,066 億

円）を計上しました。 

期末決算の発表を受

け、各マスコミは「ＪＲ

東日本 民営化後 初の赤

字」「ＪＲ東日本、21 年 3

月期は5,779億円の赤字」

など、センセーショナル

な見出しで報じていま

す。 

 

 

 

会社は同時に「変革の

スピードアップのための

投資計画」（2021 年度設

備投資計画）を発表しま

した。「変革 2027」の早

期実現に向けて、収益力

向上に資する成長投資を

積極的に実施していくほ

か、業務改革などに資す

る充填枠投資を着実に実

施するとしています。 

 

＜連結＞ 2021年度計画 2020年度実績  ＜単体＞ 2021年度計画 2020年度実績 

輸送サービス 4,240億円 4,516億円  合 計 5,510億円 5,348億円 

★企画部門の再編 

「エネルギー戦略部」「信濃川発電所業務改善推進部」及び「エネルギー管理センター」を

エネルギー企面部として統合し、エネルギーに係る諸課題に対する一元的な指揮命令系統と責

任体制を構築する。 
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★目的 

エネルギー部門では、安全や信頼をベースに、エネルギー3E（安定性、環境性、経済性）向

上の取組みを通じ、「変革 2027」で掲げたビジョンを具現化していく。 

今回、エネルギー3E の向上を戦略的かつ効率的に推進していくため、エネルギー部門の組

織再編を行う。 
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★現業機関の位置づけ 

スマートメンテナンスの推進をはじめ、発給電設備の管理・運用面における業務改善等にス

ピード感を持って取り組むべく、3 現業機関(給電技術センター、川崎発電所及び信濃川発電所)

をエネルギー企画部の現業機関とする。 

★企画部門と現業機関の業務分担等の見直し 

業務の効率的な推進へ向け、企画部門と現業機関の業務分担等の見直しを実施する。 

★要員関係 

給電技術センター 標準数「７１」→「６９」 

★実施日 

令和 3 年 12 月 1 日 


